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告　　　　　示

茨城県告示第85号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項の規定による医療機関につい

て，次のとおり指定したので，生活保護法第55条の３及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第14条第４項の規定に基づき告示する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

医療機関コード
名　　　　　称

所在地 診療科目等 開設者
指定等
年月日

区分

1790061
訪問看護事業所　ハート
フル取手

取手市小浮気187－１ 訪問看護

株式会社　ボン
ボヤージュ　代
表取締役　吉田
兼重

平成30年
12月12日

指定

茨城県告示第86号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項の規定による医療機関につい

て，次のとおり指定し，及び休止，廃止の届出があったので，生活保護法第55条の３及び中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第14条第４項の規定に基づき

告示する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

医療機関コード
名　　　　　称

所在地 診療科目等 開設者
指定等
年月日

区分

0312496
小児科　塚原医院

土浦市桜町３－２－７ 小児科 塚原　充秋
平成30年
11月１日

指定

2410819
川島クリニック

守谷市けやき台６－16－14 内科 川島　泰子
平成30年
10月27日

指定

0231999
わたなべ歯科クリニック

日立市川尻町６－52－10
歯科，小児歯科，歯
科口腔外科，矯正歯
科

医療法人恭倭会
理事長　渡邉　
恭伸

平成30年
11月１日

指定

1130604
飯塚歯科医院

常総市水海道宝町2848－１ 歯科 飯塚　加奈子
平成30年
11月１日

指定

1430350
若松歯科医院

高萩市大和町１－27
歯科，歯科口腔外
科，小児歯科，矯正
歯科

医療法人　翠政
会　理事長　若
松　健一

平成30年
11月１日

指定

2330302
飯田歯科医院

潮来市辻323－２ 歯科 飯田　晋介
平成30年
11月１日

指定
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医療機関コード
名　　　　　称

所在地 診療科目等 開設者
指定等
年月日

区分

3840919
さくら薬局　美浦店

稲敷郡美浦村大谷1638－１ 薬局
クラフト株式会
社　代表取締役
大塚　吉史

平成30年
11月１日

指定

0411702
島崎内科クリニック

古河市関戸字稲荷山1587－88
内科，消化器内科，
アレルギー科

島崎　隆如
平成30年
12月１日

指定

0441570
フルール薬局

古河市関戸1587－91 薬局
株式会社リーフ
代表取締役　滝
口　郁人

平成30年
12月１日

指定

0840805
あおば薬局龍ケ崎店

龍ケ崎市半田町1393－２ 薬局

株式会社サブユ
ニット　代表取
締役　高柳　匡
徳

平成30年
12月１日

指定

1940760
ウエルシア薬局　牛久上
柏田店

牛久市上柏田２－33－６ 薬局

ウエルシア薬局
株式会社　代表
取締役　水野　
秀晴

平成30年
12月１日

指定

0410514
木村耳鼻咽喉科医院

古河市横山町１－10－33 耳鼻咽喉科

医療法人　木村
耳鼻咽喉科医院
理事長　木村　
通彦

平成30年
11月27日

休止

0143366
アクア薬局　東前店

水戸市東前１－203 薬局
有限会社ジーク
ゼネラル　取締
役　塩川　弘全

平成30年
10月23日

休止

0310276
塚原医院

土浦市桜町３－７－15 小児科 塚原　充秋
平成30年
10月31日

廃止

2410256
川島クリニック

守谷市けやき台６－16－14
内科，アレルギー
科，小児科，耳鼻咽
喉科

川島　宣義
平成30年
10月26日

廃止

0231494
わたなべ歯科クリニック

日立市川尻町６－52－10
歯科，小児歯科，歯
科口腔外科

渡邉　恭伸
平成30年
10月31日

廃止

1130109
飯塚歯科医院

常総市水海道宝町2848－１ 歯科 飯塚　卓
平成30年
10月31日

廃止

1430269
若松歯科医院

高萩市大和町１－27
歯科，歯科口腔外
科，小児歯科，矯正
歯科

若松　健一
平成30年
10月31日

廃止

2330211
飯田歯科医院

潮来市辻323－２ 歯科 飯田　雅美
平成30年
10月31日

廃止

3840828
さくら薬局

稲敷郡美浦村大谷1638－１ 薬局

有限会社さくら
ファーマシー　
取締役　大塚　
吉史

平成30年
10月31日

廃止

7140068
アイン薬局桜川店

桜川市岩瀬206－４ 薬局

株式会社　ツカ
ファルマ　代表
取締役　生駒　
忠史

平成30年
９月30日

廃止

0143713
コヤマ薬局本町店

水戸市本町３－10－19 薬局
株式会社なの花
東日本　代表取
締役　遠山　功

平成30年
10月31日

廃止

0341150
大川薬局

土浦市桜町２－４－12 薬局 大川　和子
平成30年
11月30日

廃止

茨城県告示第87号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条（同法第55条において準用する場合を含む。）及び中国残留邦人等の円
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滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）

第14条第４項の規定による医療機関及び施術機関について，次のとおり変更の届出があったので，生活保護法第55条

の３及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律第14条第４項の規定に基づき告示する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

医療機関
コード

指定時の医療
機関等の名称

指定時の医療
機関等の所在地

業務の種類
指定時の申請
（開設）者の名称

（変更事項）
変更後の内容

変更
年月日

3811171
東京医科大学
茨城医療セン
ター

稲敷郡阿見町中
央３－20－１

内科，神経内科，
循環器科，精神
科，呼吸器外科，
外科，小児科，
整形外科，脳神
経外科，皮膚科，
形成外科，泌尿
器科，産婦人科，
眼科，耳鼻咽喉
科，放射線科，
麻酔科，リハビ
リテーション科，
病理診断科

学校法人東京医
科大学　理事長
職務代理　唐沢
昌敬

（開設者氏名）学校
法人東京医科大学　
理事長　矢﨑　義雄

平成30年
10月９日

2111466
ひたちなか市
休日夜間診療
所

ひたちなか市石
川町20－32

外科，内科，小
児科

ひたちなか市長
本間　源基

（開設者氏名）ひた
ちなか市長　大谷　
明

平成30年
11月27日

3831373
東京医科大学
茨城医療セン
ター

稲敷郡阿見町中
央３－20－１

歯科口腔外科

学校法人東京医
科大学　理事長
職務代理　唐沢
昌敬

（開設者氏名）学校
法人東京医科大学　
理事長　矢﨑　義雄

平成30年
10月９日

0340582
南山堂薬局土
浦店

土浦市川口１－
５－19

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

0341341
南山堂薬局　
乙戸南店

土浦市乙戸南３
－110－５

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

0341499
南山堂薬局　
中村店

土浦市中1085 薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

0341622
南山堂薬局　
土浦北店

土浦市常名字赤
池東山3968－８

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

0341754
南山堂薬局お
おつ野店

土浦市おおつ野
５－14－１

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

0540223
南山堂薬局旭
台店

石岡市旭台１－
６－23

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

0540264
南山堂薬局石
岡店

石岡市東府中１
－14

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

0540504
南山堂薬局　
石岡本店

石岡市東府中
13458－92

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

0640965
南山堂薬局　
筑西店

筑西市深見496
－７

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日
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医療機関
コード

指定時の医療
機関等の名称

指定時の医療
機関等の所在地

業務の種類
指定時の申請
（開設）者の名称

（変更事項）
変更後の内容

変更
年月日

0840326
南山堂薬局　
龍ヶ崎店

龍ケ崎市中里１
－１－13

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

1740996
南山堂薬局取
手駅前店

取手市中央町２
－25

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

2040487
南山堂薬局つ
くば店

つくば市天久保
１－８－１筑波
第３ビル１Ｆ

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

2041477
南山堂薬局研
究学園駅前店

つくば市研究学
園５－12－４

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

2042194
南山堂竹園薬
局

つくば市竹園２
－８－19

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

2042285

ド ラ イ ブ ス
ルー　南山堂
薬局つくば本
店

つくば市春日３
－１－１

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

2440356
南山堂薬局　
アクロスモー
ル守谷店

守谷市松ヶ丘６
－６－１

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

2740078
南山堂薬局江
戸崎店

稲敷市佐倉3251
－８

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

3840638
南山堂薬局阿
見町店

稲敷郡阿見町中
郷２－30－６

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

3840687
南山堂薬局　
荒川沖店

稲敷郡阿見町本
郷１－22－１

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

3840869
南山堂薬局南
平台店

稲敷郡阿見町南
平台１－32－１

薬局
株式会社南山堂
代表取締役　新
庄　正志

（開設者氏名）株式
会社南山堂　代表取
締役　小池　孝芳

平成30年
10月24日

3890018

東京医科大学
霞ヶ浦訪問看
護ステーショ
ン

稲敷郡阿見町中
央３－21－１

訪問看護

学校法人東京医
科大学　理事長
職務代理　唐沢
昌敬

（開設者氏名）学校
法人東京医科大学　
理事長　矢﨑　義雄

平成30年
10月９日

1166
あおば接骨院
（奥原　淳）

鹿嶋市旭ヶ丘２
－２－２－104

柔道整復 奥原　淳
（施術所）鹿島鍼灸
整骨院（所在地）鹿
嶋市宮中2012－１

平成30年
11月13日

1032
杏 林 接 骨 院
（松田　憲明）

土浦市大字中村
西根字後稲1055
－１

柔道整復 松田　憲明
（所在地）土浦市中
村西根1053－１

平成30年
11月１日

334
あいのて土浦
施術院（飯島
貞文）

土浦市川口１－
１－28

あん摩マッサー
ジ指圧

飯島　貞文
（所在地）土浦市小
松ヶ丘町３－14　ワ
コーハイツⅡ102

平成30年
11月１日

422
あいのて勝田
（鈴木　秀明）

ひたちなか市稲
田１－４－10
武弓テナント101

あん摩マッサー
ジ指圧

鈴木　秀明

（施術所）レイス治
療院　東海・ひたち
なか
末広長生療術院（所
在地）那珂郡東海村
村松523
日立市末広町４－５
－１

平成30年
12月３日
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茨城県告示第88号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項の規定による介護

機関について，次のとおり指定した。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

コード
名称

所在地 サービスの種類 開設者
指定年月
日

0842940520
ヤックスドラッグ波崎薬局

神栖市波崎8555
居宅療養管理指導
介護予防居宅療養管
理指導

株式会社　千葉
薬品

平成30年
12月18日

0843840760
ヤックスドラッグ阿見薬局

稲敷郡阿見町中央１－13－
22

居宅療養管理指導
介護予防居宅療養管
理指導

株式会社　千葉
薬品

平成30年
12月18日

0870301801
ヤックスドラッグ土浦真鍋薬
局

土浦市真鍋３－3386
居宅療養管理指導
介護予防居宅療養管
理指導

株式会社　千葉
薬品

平成30年
12月18日

茨城県告示第89号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項の規定による施術機関につい

て，次のとおり指定したので，生活保護法第55条の３及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第14条第４項の規定に基づき告示する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

医療機関コード
名　　　　　称

所在地 診療科目等 開設者
指定等
年月日

区分

445
株式会社　匠グループ
（小倉　響）

東京都墨田区東向島２－７－
７－３Ｆ

あん摩マッサージ
指圧

小倉　響
平成30年
12月７日

指定

443
株式会社　匠グループ
（小倉　響）

東京都墨田区東向島２－７－
７－３Ｆ

はり・きゅう 小倉　響
平成30年
12月７日

指定

444
KEiROW 取 手 ス テ ー
ション（関　美智子）

取手市取手１－11－13　ライ
オンズマンション取手１Ｆ

はり・きゅう 関　美智子
平成30年
12月７日

指定

茨城県告示第90号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項の規定による施術機関につい

て，次のとおり指定し，及び廃止の届出があったので，生活保護法第55条の３及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第14条第４項の規定に基づき告示す

る。

　　　平成31年２月４日
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茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

医療機関コード
名　　　　　称

所在地 診療科目等 開設者
指定等
年月日

区分

1248
鈴木接骨院（鈴木　一大）

つくば市みどりの東７－７　
アヴェールみどりの東Ｂ

柔道整復 鈴木　一大
平成30年
12月７日

指定

401
出沼接骨院（出沼　秀樹）

土浦市桜町１－１－16 柔道整復 出沼　秀樹
平成30年
11月７日

廃止

茨城県告示第91号

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定に基

づき，次のとおり指定したので，同法第51条第１号の規定により告示する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

事業所番号 事業所の名称 事業所の所在地 事業者の名称
主たる事務所の
所　　在　　地

指　定
年月日

サービス
の 種 類

0810100677
NPO 法人ボイ
ス社

茨城県水戸市平須
町1657番地11

特定非営利活動
法人ボイス社

茨城県水戸市平須
町1657番地11

平成31年
２月１日

就労定着支援

茨城県告示第92号

　次の医療機関等について，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）

第60条第１項の規定に基づき，指定自立支援医療機関（精神通院医療）の指定更新をしたので告示する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

名称 所在地
担 当 す る
医療の種類

主として担当する
医師（薬剤師）の
氏名　　　　　　

指定更新
年 月 日

医療法人日立さくらクリ
ニック

日立市田尻町４－49－15 病院・診療所 工　藤　純　夫
平成31年
４月１日

医療法人寛正会　水海道さ
くら病院

常総市水海道森下町4447 病院・診療所 廣　井　　　信
平成31年
４月１日

医療法人誠之会廣橋病院 北茨城市関本町福田1871 病院・診療所 船　迫　清　隆
平成31年
４月１日

黒澤内科医院 ひたちなか市湊中央１－5783－１ 病院・診療所 黒　澤　　　崇
平成31年
４月１日

ルリア記念クリニック 那珂市中里641－１ 病院・診療所 小　徳　勇　人
平成31年
４月１日

明野中央医院 筑西市海老ヶ島926 病院・診療所 伊　藤　賢一郎
平成31年
５月１日

利根町国保診療所 北相馬郡利根町大字羽中200 病院・診療所 中　澤　義　明
平成31年
４月１日

上甲医院 水戸市本町３－１－８ 病院・診療所 上　甲　　　宏
平成31年
７月31日

東京医科大学茨城医療セン
ター

稲敷郡阿見町中央３－20－１ 病院・診療所 桝　屋　二　郎
平成31年
３月１日

厚生薬局 日立市東多賀町５－10－12 薬局（調剤） 横　山　公　子
平成31年
４月１日
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名称 所在地
担 当 す る
医療の種類

主として担当する
医師（薬剤師）の
氏名　　　　　　

指定更新
年 月 日

有限会社　長山薬局 日立市多賀町１－２－２ 薬局（調剤） 岩　﨑　健　一
平成31年
４月１日

株式会社　坂本薬局 土浦市荒川沖西２－１－１ 薬局（調剤） 坂　本　君　子
平成31年
４月１日

山口薬局ウララ店 土浦市大和町９－２ 薬局（調剤） 山　口　皓　三
平成31年
４月１日

うえにし薬局有限会社 結城市結城9619－６ 薬局（調剤） 上　西　明　子
平成31年
４月１日

すみれ薬局 結城市中央町２－９－15 薬局（調剤） 神　田　淳　子
平成31年
４月１日

ひまわり調剤薬局 結城市結城10742－15 薬局（調剤） 角　谷　昌　彦
平成31年
４月１日

学園薬局 つくば市高野1156－４ 薬局（調剤） 藤　島　圭　子
平成31年
４月１日

島薬局 鹿嶋市宮中１－９－36 薬局（調剤） 島　　　尚　敏
平成31年
４月１日

いいだ薬局守谷店 守谷市本町402－２ 薬局（調剤） 戸　塚　奈　加
平成31年
４月１日

ケーアイ薬局 守谷市けやき台６－16－13 薬局（調剤） 阿　部　紗　子
平成31年
４月１日

ウエルシア薬局岩瀬富士見
台店

桜川市富士見台１－20 薬局（調剤） 大　宮　隆　宏
平成31年
５月１日

カワチ薬局結城南店 結城市下り松６－９－20 薬局（調剤） 久保田　健　人
平成31年
７月１日

一般社団法人水戸市医師会
訪問看護ステーションみと

水戸市見川町2131－６
指定訪問看護･
事業所等

―
平成31年
４月１日

社会医療法人社団光仁会　
ひかり訪問看護ステーショ
ン

守谷市松前台１－14－３
指定訪問看護
事業所等

―
平成31年
４月１日

茨城県告示第93号

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規定に基づく市町村の意見の概要について，同条第

３項の規定に基づき次のとおり公告し，その意見書は，本日から１月間縦覧に供する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

１　大規模小売店舗の概要

　⑴　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　　ジョイフル本田　荒川沖店

　　　土浦市北荒川沖町879番３　外

　⑵　届出の概要

　　ア　届出の種類及び届出の公告日

　　　　変更の届出（第６条第１項）

　　　　平成30年11月15日

　　イ　変更した事項
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　　　ア　大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名

　　　　　（変更前）代表取締役　矢ケ﨑　健一郎

　　　　　（変更後）代表取締役　矢口　幸夫

　　　イ　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　⑶　届出年月日

　　　平成30年11月５日

２　市町村の意見

　　特になし

３　縦覧の場所

　　茨城県産業戦略部中小企業課

茨城県告示第94号

　友部土地改良区から平成30年12月26日付けで申請のあった定款変更については，土地改良法（昭和24年法律第195号）

第30条第２項の規定により平成31年１月24日認可した。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

茨城県告示第95号

　平成30年12月20日付けで潮来市土地改良区から申請のあった延方土地改良区を吸収合併し，及び定款を変更するこ

とについては，土地改良法（昭和24年法律第195号）第72条第２項の規定により平成31年１月24日認可したので，同

条第３項の規定により公告する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

茨城県告示第96号

　潮来市辻1010番地の13に事務所を置く延方土地改良区は，平成31年１月24日付けで潮来市土地改良区に吸収合併さ

れ解散したので，土地改良法（昭和24年法律第195号）第72条第３項の規定により公告する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

茨城県告示第97号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき，道路の区域を次のように変更する。

　その関係図面は，平成31年２月４日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

１　道路の種類　　　県道

２　路　線　名　　　谷田部牛久線
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３　道路の区域

区　　間 旧新の別 敷地の幅員 延長 摘要

メートル メートル

つくば市稲荷原字稲荷原１番36から

つくば市稲荷原字稲荷原１番34まで

旧
最大･ 9.4

最小･ 6.7
45

新
最大･ 9.4

最小･ 8.0
45 現 道 拡 幅

茨城県告示第98号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき，道路の供用を次のように開始する。

　その関係図面は，平成31年２月７日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

１　路　　線　　名　　一般国道　294号

２　供用開始の区間　　筑西市折本字大松717番２地先から

　　　　　　　　　　　筑西市樋口字仙在732番地先まで

３　供用開始の期日　　平成31年２月７日

茨城県告示第99号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき，道路の供用を次のように開始する。

　その関係図面は，平成31年２月４日から30日間茨城県土木部道路維持課において一般の縦覧に供する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

１　路　　線　　名　　県道　取手つくば線

２　供用開始の区間　　つくばみらい市谷井田字前田916番１地先から

　　　　　　　　　　　つくばみらい市板橋字五反田642番６まで

３　供用開始の期日　　平成31年２月21日

茨城県告示第100号

　河川法（昭和39年法律第167号）第17条第１項の規定により堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について協議

が成立したので，同条第２項の規定に基づき，告示する。

　その関係図書は，茨城県土木部河川課及び茨城県高萩工事事務所に備え置いて縦覧に供する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

１　河川の名称

　　久慈川水系茂宮川

２　河川管理施設の名称又は種類
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　　右岸堤防

３　河川管理施設の位置

　　日立市茂宮町字木割内268番４地先から日立市茂宮町字木割内207番地先まで

４　管理を行う者の氏名及び住所

　　氏　名　　道路管理者　日立市長　　小川　春樹

　　住　所　　日立市助川町１丁目１番１号

５　管理の内容

　⑴･　道路専用施設（路面（路盤の部分を含む。），路肩，道路の附属物その他のもっぱら道路の管理上必要な施設又

は工作物をいう。以下同じ。）の新設（道路の附属物に係るものに限る。），改築，維持又は修繕

　⑵　路肩に接する法面で，当該路肩から法長１メートルまでの範囲内にあるものについての維持

　⑶　原則として道路専用施設に係る災害復旧

６　管理の期間

　　平成31年１月28日から道路の存続する日まで

公　　　　　告

◉土浦・阿見都市計画事業阿見吉原土地区画整理事業の書類の送付に代える公告について

　土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第98条第１項及び第５項の規定による土浦・阿見都市計画事業阿見吉原

土地区画整理事業の別表に記載する者に対する仮換地変更指定通知は，送付すべき場所を確知することができないの

で，同法第133条第１項の規定により，当該通知書の送付に代えてその内容を別表及び別図のとおり公告する。

　　　平成31年２月４日

土浦・阿見都市計画事業　　　　　　　　　　　　

阿見吉原土地区画整理事業　　　　　　　　　　　

施行者　茨城県　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦
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◉宅地建物取引業者の事務所の所在地の申出

　下記業者については，事務所の所在地を確知できないので，この公告の日から30日以内に，茨城県知事に対し書面

で事務所の所在地の申出を行ってください。

　なお，期間内に申出がない場合は，宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第67条第１項の規定により免許を

取り消します。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

記

　１　名称　　　　　　株式会社エムズハウス

　２　代表者名　　　　代表取締役　中島　秀人

　３　事務所所在地　　水戸市本町三丁目20番８

　４　免許証番号　　　茨城県知事（１）第7023号

　５　免許年月日　　　平成27年５月26日

◉開発行為の工事完了

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の許可に係る開発行為について，次の区域の工事が完了した

ので，同法第36条第３項の規定により公告する。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　東茨城郡茨城町大字小鶴字倉作2010番１

２　事業主の住所及び氏名

　　東茨城郡茨城町大字小鶴2009番地

　　　有限会社　根崎工務店　

　　　　代表取締役　根　崎　敏　夫

１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　稲敷郡阿見町大字阿見字阿見原5073番２

２　事業主の住所及び氏名

　　稲敷郡阿見町大字曙151番地48　コーポサンライズＡ－202

　　　戸　板　泰　輔，戸　板　久　実

１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　稲敷郡阿見町大字阿見字阿見原5181番12，同番37，同番38，同番39

２　事業主の住所及び氏名

　　稲敷郡阿見町うずら野四丁目22番地２　モアステージ荒川沖614号

　　　中　山　一　幸
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１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　稲敷郡阿見町大字阿見字阿見原5384番８

２　事業主の住所及び氏名

　　つくば市上ノ室700番地１　シャルマンＡ棟203号

　　　久　松　広　治，久　松　美　樹

１　工事を完了した開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　稲敷郡阿見町大字大形字箕輪64番83

２　事業主の住所及び氏名

　　稲敷郡美浦村大字土屋1972番地

　　　鳶若有限会社

　　　　代表取締役　若　泉　　　進

◉入札公告

　県有財産の売払いに係る一般競争入札を次により行う。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

１　売払財産（旧茨城県大阪事務所）

物件

番号
区分

所在

（家屋番号）

地目

構造

建物の

種　類

地積（公簿）

延床面積（公簿）

（㎡）

予定価格（円）

（消費税及び

地方消費税込）

備考

１

土地
大阪市北区

梅田一丁目20番
宅地 ―

9,213.51

（敷地権の割合

100万分の1129）

16,781,600

【内訳】

土地･ 15,680,000

建物･ 1,101,600

新規

建物
大阪市北区

梅田一丁目20番の307

鉄骨鉄筋コン

クリート造
事務所 81.19

２　一般競争入札に参加することができない者

　　次のいずれかに該当する者は，この一般競争入札に参加することができない。

　⑴･　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当する当該入札に係る契約を締結す

る能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者

　⑵･　地方自治法（昭和22年法律第67号）第238条の３第１項の規定に該当する公有財産に関する事務に従事する県

の職員

　⑶･　茨城県暴力団排除条例（平成22年条例第36号。以下「条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団，同条

第２号に規定する暴力団員，及び次に掲げる暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者

　　ア　暴力団員が事業主又は役員となっている事業者

　　イ　暴力団員の内妻等が代表取締役を務めているが，実質的には当該暴力団員がその運営を支配している事業者

　　ウ　暴力団員であることを知りながら，その者を雇用・使用している者（事業者を含む。）

　　エ･　暴力団員であることを知りながら，その者と下請契約又は資材，原材料の購入契約等を締結している者（事

業者を含む。）

　　オ　暴力団（員）に経済上の利益や便宜を供与している者
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　　カ･　役員等が暴力団（員）と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を有している

者（事業者を含む。）

３　入札参加申込書等の配布期間及び場所

　⑴　配布期間

　　･　平成31年２月４日（月）から同月22日（金）まで（土曜日，日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法

律第178号）に規定する休日を除く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで

　⑵　配布場所

　　ア　水戸市笠原町978番６

　　　茨城県総務部管財課　公有財産維持活用推進室　　電話　029－301－2380

　　イ　現地説明を実施する場合においては，下記１１に示す現地説明の場所

　　ウ･　管財課ホームページ（http://www.pref.ibaraki.jp/somu/kanzai/koyu/zaisan.html）からダウンロードでき

ます。

４　入札参加申込書の提出期間及び場所

　⑴　提出期間

　　･　平成31年２月４日（月）から同月22日（金）まで（土曜日，日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休

日を除く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで

　　※郵送（書留郵便）の場合，２月22日（金）午後５時必着

　⑵　提出場所

　　　水戸市笠原町978番６

　　　茨城県総務部管財課　公有財産維持活用推進室　　電話　029－301－2380

５　入札の方法

　⑴　入札書の提出

　　　郵送（書留郵便）又は当日持参により提出すること。

　⑵　入札書の提出期限・提出日時及び提出場所

　　ア　郵送による提出の場合

物件番号 提出期限 提出場所

１
平成31年３月７日（木）

午後５時必着

水戸市笠原町978番６

茨城県総務部管財課公有財産維持活用推進室

　　イ　当日持参による提出の場合

物件番号 提出日時 提出場所

１
平成31年３月８日（金）

午後１時30分

水戸市笠原町978番６

茨城県庁舎　１階　入札室２

　⑶　開札の日時及び場所

物件番号 日時 場所

１
平成31年３月８日（金）

午後１時30分

水戸市笠原町978番６

茨城県庁舎　１階　入札室２

６　入札の無効

　･　一般競争入札に参加することができない者のした入札及び入札心得書に定める入札に関する条件に違反した入札
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は，無効とする。

７　落札者の決定

　　落札者は，予定価格以上の有効札のうち最高額の入札者とする。

８　入札保証金

　⑴　一般競争入札参加者は，入札保証金として入札金額の100分の５以上の金額（円未満切上げ）を納付すること。

　⑵･　納付は，茨城県の指定する口座への口座振込によるものとし，振り込んだ旨の証明として，振り込みを依頼し

た金融機関から交付を受けた納付書・領収証書（茨城県財務規則（平成５年茨城県規則第15号）の規定による帳

票様式第40号）を貼付した入札保証金払込票提出書を，前記５⑵の提出期限・提出日時までに提出すること。なお，

取扱金融機関は，当公告の末尾を参照すること。

　⑶　この入札保証金の還付に際しては，利息を付さない。

９　契約不履行の場合における入札保証金の帰属

　　落札者が落札決定後，県の指定した期限内に売買契約を締結しないときは，前記８の入札保証金は県に帰属する。

10　契約書の作成及び売買代金の支払方法

　･　落札者は，県の定める県有財産売買契約書の例により契約書を作成し，売買代金を県が発行する納入通知書によ

り，一括して県の指定する日までに茨城県指定金融機関に納入するものとする。なお，取扱金融機関は，当公告の

末尾を参照すること。

11　現地説明の日時及び場所

　･　（希望者がいる場合のみ実施。希望者は平成31年２月13日（水）午後５時までに，下記連絡先に申し込むこと。）

物件番号 日　　　　　　　　　　時 場所

１ 平成31年２月15日（金）午後１時30分 物件の所在地

12　用途の制限

　　入札物件については，契約書において売買契約締結の日から５年間，次に掲げる制限を付します。

　⑴･　落札者は，条例第２条第５号に定める暴力団事務所又はその他これに類するものの用途に供し，又は供させて

はならない。

　⑵･　落札者は，風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に定め

る風俗営業，同条第５項に定める性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用途に供し，また，これらの用

途に供されることを知りながら，所有権を第三者に移転し又は売買物件を第三者に貸してはならない。

13　その他の注意事項

　⑴　入札物件は，既存建物や工作物，地下埋設物，その他存置物全てを現状有姿で引き渡すので，必ず事前に現

　　地を確認すること（図面が現状と相違している場合及び物件調書に記載以外の既存工作物や地下埋設物，その

　　他存置物があった場合でも，現状を優先する。）。

　　　なお，売買物件を利用するに当たり，それらの除却や改修等が必要であるときは，全て落札者の費用負担とする。

　⑵･　売買物件を利用するに当たっては，関係法令を遵守するとともに，公序良俗に反することのないようにするこ

と。建築確認や開発許可において，建築基準法及び府，市町村の条例等により指導が行われる場合があるので，

事前に関係機関に確認すること。

　⑶　売買物件の利用に関する隣接区分所有者及び地域住民との調整等については，全て落札者自身が行うこと。

　⑷　売買物件の契約に当たっての地積及び延床面積は，公簿面積による。

　⑸･　売買契約締結の日から売買物件の引渡しまでの間において，茨城県の責に帰すことのできない理由により，売

買物件に滅失，き損等の損害が生じたときは，その損害は落札者の負担とする。
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　⑹･　落札者は，売買契約締結後，隠れた瑕疵のあることを発見しても，売買代金の減免若しくは損害賠償の請求又

は契約の解除をすることはできない。

　⑺　落札者が，売買契約に定める義務を履行しないため茨城県に損害を与えたときは，その損害を賠償すること。

・連絡先

　水戸市笠原町978番６

　茨城県総務部管財課　公有財産維持活用推進室

　電話　029-301-2380

取扱金融機関一覧

大阪府内を含む国内所在の店舗で納付できる金融機関

常陽銀行 筑波銀行 水戸信用金庫

みずほ銀行 武蔵野銀行 結城信用金庫

三菱UFJ 銀行 千葉銀行 銚子信用金庫

三井住友銀行 福島銀行 佐原信用金庫

りそな銀行 栃木銀行 商工組合中央金庫

東邦銀行 東日本銀行 横浜幸銀信用組合

足利銀行 烏山信用金庫 中央労働金庫

茨城県内所在の店舗で納付できる金融機関

茨城県信用組合 土浦農業協同組合

茨城県信用農業協同組合連合会 つくば市農業協同組合

水戸農業協同組合 つくば市谷田部農業協同組合

常陸農業協同組合 茨城みなみ農業協同組合

日立市多賀農業協同組合 新ひたち野農業協同組合

茨城旭村農業協同組合 やさと農業協同組合

ほこた農業協同組合 北つくば農業協同組合

しおさい農業協同組合 常総ひかり農業協同組合

なめがた農業協同組合 茨城むつみ農業協同組合

稲敷農業協同組合 岩井農業協同組合

茨城かすみ農業協同組合 茨城県信用漁業協同組合連合会

竜ケ崎市農業協同組合 ハナ信用組合

◉入札公告（電子調達）

　一般競争入札について次のとおり公告する。

　なお，この入札に係る調達は，1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定の適用を受けるもの

である。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

１　担当部局

　　〒310－8555　茨城県水戸市笠原町978番６
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　　　茨城県営業戦略部プロモーション戦略チーム

　　　電　話　029－301－2128

　　　ＦＡＸ　029－301－2168

　　　電子メールアドレス　promotion2@pref.ibaraki.lg.jp

２　競争入札に付する事項

　⑴　調達に係る役務

　　　平成31年度県広報紙「ひばり」の制作（編集，印刷，製本等）及び配送業務

　　　１回につき980,000部　12回発行

　⑵　調達に係る役務の仕様等

　　　１の担当部局で交付する入札説明書による。

　⑶　履行期間

　　　平成31年４月１日から平成32年３月31日まで

　⑷　納入場所

　　　県の指定する場所

　⑸　入札方法

　　･　落札決定に当たっては，入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する金額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので，

入札者は，消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず，見積もった金額の

108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。･

　⑹　電子調達システムの利用

　　･　この調達は，資料の提出，入札及び通知等を電子調達システムで行う対象案件である。このため，この入札に

参加しようとする者（以下「競争入札参加者」という。）は，原則として，５⑴及び６⑴により資料の提出等を

行うものとする。ただし，電子調達システムによる参加が困難である者は，５⑵アに定める手続により１の担当

部局の承認を得ることで，この入札に，紙入札（書面による入札書を提出することをいう。以下同じ。）により

参加することができる。この場合においては，５⑵イ及び６⑵により資料の提出等を行うこと。

３　競争入札参加資格

　⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。

　⑵　地方自治法施行令第167条の４第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること。

　⑶･　茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項（平成８年茨城県告示第254号）に基づく物品調達等競争入札

参加有資格者名簿に登録されている者であること。ただし，茨城県物品調達等登録業者指名停止基準に基づく指

名停止の措置を受けている者でないこと。

　⑷･　茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第１号若しくは第３号に規定する者又は次に掲げ

る者でないこと。

　　ア　暴力団員が，事業主又は役員となっている者

　　イ　暴力団員以外の者が代表取締役を務めているが，実質的には暴力団員がその運営を支配している者

　　ウ　暴力団員であることを知りながら，その者を雇用し，又は使用している者

　　エ　暴力団員であることを知りながら，その者と下請契約又は資材，原材料等の購入契約を締結している者

　　オ　暴力団又は暴力団員に経済上の利益や便宜を供与している者

　　カ･　役員等が，暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難されるべき関係

を有している者
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　⑸･　破産法（平成16年法律第75号）の規定に基づき破産手続開始の申立てをし，又は申立てがなされている者でな

いこと。

　⑹･　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てをし，若しくは申立てがなされている者

又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てをし，若しくは申立てがなされている

者でないこと。

４　入札保証金

　･　競争入札参加者は，県が別に定める日までに，入札金額の100分の５に相当する金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは，その端数金額を切り捨てるものとする。）の入札保証金を県に納付すること。ただし，茨城県財

務規則（平成５年茨城県規則第15号）第143条第２項各号のいずれかに該当する場合においては，入札保証金の全

部又は一部を免除する。

５　入札に参加するための手続

　⑴　電子入札方式による手続

　　ア　電子調達システムの利用者登録等

　　　･　競争入札参加者のうち，資料の提出，入札及び通知等を電子調達システムにより行おうとする者は，平成31

年３月５日（火）午後５時までに，有効な IC カード（電子署名及び認証業務に関する法律（平成12年法律第

102号）に基づき，主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行する電子的な証明書を格納している

カードをいう。）を取得し，かつ，茨城県電子調達システムを利用するために必要な登録を完了しておくこと。

　　　【電子調達システムのURL】　

　　　　https://ebid2.cals-ibaraki.lg.jp/CALS/Accepter/index.jsp

　　　　（又は http://www.pref.ibaraki.jp/kaikei/kaikanri/shidositsu/chodo/denshityotatsu/top.html）

　　イ　競争入札参加資格等の確認

　　　ア･　競争入札参加者は，平成31年３月５日（火）午後５時までに，電子調達システムによる送信により，所定

の一般競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」という。）を１の担当部局に提出すること。

　　　　･　なお，入札保証金の全部又は一部の免除を希望する場合にあっては，その旨を記載した書面及び次のいず

れかの書類を添付すること。

　　　　ａ　保険会社との間に県を被保険者とする入札保証保険契約を締結していることを証する書類

　　　　ｂ　過去２年間における広報紙等の制作の実績が分かる書類

　　　イ　受付通知及び結果通知

　　　　ａ　発注者は，電子調達システムにより確認申請書を受理した場合は，証明書等受付通知書を発行する。

　　　　ｂ･　競争入札参加資格の審査結果及び入札保証金の納付期限その他の入札保証金の納付に関する事項につい

ては，平成31年３月12日（火）までに，証明書等審査結果通知書により通知する。参加資格が「不合格」

の場合は，その理由を付する。

　　　　　　なお，不合格の通知を受けた者は，この入札に参加できないので，留意すること。

　⑵　紙入札方式による手続

　　ア　紙入札による参加を希望する場合の手続

　　　･　競争入札参加者のうち，紙入札による参加を希望する者は，平成31年３月５日（火）午後５時まで（郵送の

場合は，必着）に，郵送又は持参により，所定の紙入札方式参加承認願を１の担当部局に提出し，１の担当部

局の承認を得ること。

　　イ　競争入札参加資格等の確認

　　　ア･　競争入札参加者は，平成31年３月５日（火）午後５時まで（郵送の場合は，必着）に，郵送又は持参により，
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確認申請書を１の担当部局に提出すること。

　　　　･　なお，入札保証金の全部又は一部の免除を希望する場合にあっては，その旨を記載した書面及び次のいず

れかの書類を添付すること。

　　　　ａ　保険会社との間に県を被保険者とする入札保証保険契約を締結していることを証する書類

　　　　ｂ　過去２年間における広報紙等の制作の実績が分かる書類

　　　イ　結果通知

　　　　･　競争入札参加資格の審査結果及び入札保証金の納付期限その他の入札保証金の納付に関する事項について

は，平成31年３月12日（火）までに，証明書等審査結果通知書により通知する。参加資格が「不合格」の場合は，

その理由を付する。

　　　　　なお，不合格の通知を受けた者は，この入札に参加できないので，留意すること。

６　入札書の提出方法等

　⑴　電子入札方式による手続

　　ア　電子調達システムのURL

　　　　５⑴アに示すURL

　　イ　入札説明書の交付期間

　　　　平成31年２月４日（月）午前９時から同月19日（火）午後５時まで

　　ウ　入札書の提出方法

　　　･　茨城県電子調達実施要領に基づき，電子調達システムにより入札書を作成し，エの入札書の受領期限までに，

入札書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を，電子調達システムに係る電子計算機に備えられたファイル

に記録する方法により行う。

　　エ　入札書の受領期限

　　　　平成31年３月18日（月）午前10時

　　オ　開札の日時及び場所

　　　　平成31年３月18日（月）午前10時　茨城県庁舎　行政棟１階･入札室１

　　カ　入札の辞退

　　　･　競争入札参加者が入札を辞退しようとする場合は，エの入札書の受領期限までに，電子調達システムにより，

必ず辞退処理を行うこと。

　⑵　紙入札方式による手続

　　ア　入札説明書の交付場所，契約条項を示す場所及び問合せ先

　　　　１の担当部局

　　イ　入札説明書の交付期間

　　　･　平成31年２月４日（月）から同月19日（火）まで（茨城県の休日を定める条例（平成元年茨城県条例第７号）

第１条に規定する県の休日を除く。）の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）

　　ウ　入札書の提出方法

　　　･　入札書に必要事項を記入・押印の上，封書によりエの入札書の受領期限までに１の担当部局に直接持参し，

又は郵送（簡易書留とすること。）すること。

　　　･　なお，封書は封かんし，表には「入札書在中」と朱書し，入札に係る案件番号，調達案件名，開札日及び入

札参加者の商号又は名称を表記するものとする。

　　エ　入札書の受領期限

　　　　平成31年３月18日（月）午前10時
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　　　　（郵送の場合は，平成31年３月15日（金）午後５時必着）

　　オ　開札の日時及び場所　

　　　　平成31年３月18日（月）午前10時･･茨城県庁舎　行政棟１階･入札室１

　　カ　入札の辞退

　　　･　競争入札参加者が入札を辞退しようとする場合は，エの入札書の受領期限まで（郵送の場合は，必着）に，

郵送又は持参により，辞退届を１の担当部局に提出すること。

７　入札に係る質疑

　⑴　質問方法及び回答方法

　　･　この入札について質問がある場合は，⑵の期間内に，電子調達システム又は質問事項を記載した所定の質問書

を添付した電子メールにより，１の担当部局に提出すること。

　⑵　質問受付期間

　　　平成31年２月４日（月）から同月19日（火）午後５時まで

　⑶　回答方法

　　･　全ての質問について，平成31年２月25日（月）午後５時までに，電子調達システム又は電子メールにより回答

する。

８　その他

　⑴　契約手続において使用する言語及び通貨

　　　日本語及び日本国通貨

　⑵　落札者の決定等

　　･　茨城県財務規則第146条の規定に基づき作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を

行った者を落札者とする。ただし，落札となるべき価格の入札をした者が２人以上あるときは，直ちに電子調達

システムによる電子くじにより落札者を決定するものとする。

　　　落札者がいない場合は，再度入札を行うこととし，日程等については別に通知する。

　　･　再度入札は，１回とし，再度入札を行っても落札者がいないときは，その入札における最低価格を入札した者

に見積書の提出を求め，随意契約に移行する場合がある。

　⑶　入札の無効

　　･　この公告に示した競争入札参加資格のない者のした入札，入札に関する条件に違反した入札又は茨城県財務規

則第148条各号のいずれかに該当する場合の入札は，無効とする。

　⑷　契約保証金

　　･　落札者は，県が別に定める日までに，契約金額の100分の10に相当する金額（当該金額に１円未満の端数があ

るときは，その端数金額を切り捨てるものとする。）の契約保証金を県に納付すること。ただし，茨城県財務規

則第138条第２項各号のいずれかに該当する場合においては，契約保証金の全部又は一部を免除する。

　⑸　契約書作成の要否

　　　要

　⑹･　この調達に係る平成31年度予算が否決された場合又はその執行が停止された場合は，この公告によって生じた

一切の権利及び義務は効力を失う。

　⑺　詳細は，入札説明書による。

９　Summary

　⑴　Nature･of･the･service･to･be･required:

　　　publishing･and･delivering･of･Ibaraki･
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　　　Prefecture's･newsletter･“Hibari”

　　　980,000×12･copies

　⑵　Delivery･place:

　　　Location･specified･by･Ibaraki

　　　Prefecture

　⑶　Contract･period:

　　　From･1･April,2019･to･31･March･,2020

　⑷　Time･limit･for･tender:

　　　10:00･AM,18･March,･2019･in･case･of･by･hand

　　　5:00･PM,15･March,･2019･in･case･of･by･mail

　⑸　Contact･point･for･the･notice:

　　　Public･Relations･Division,

　　　Ibaraki･Prefectural･Government,

　　　978-6,Kasahara-cho･Mito-shi,Ibaraki-ken,Japan･310-8555

　　　Phone:029-301-2128

◉入札公告

　一般競争入札について次のとおり公告する。

　なお，この入札に係る調達は，1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定の適用を受けるもの

である。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

１　担当部局

　　〒310－8555　茨城県水戸市笠原町978番６

　　　茨城県営業戦略部プロモーション戦略チーム

　　　電　話　029－301－2128

　　　ＦＡＸ　029－301－2168

　　　電子メールアドレス　promotion2@pref.ibaraki.lg.jp

２　競争入札に付する事項

　⑴　調達に係る役務

　　･　県広報紙「ひばり」（以下「ひばり」という。）の新聞折込みによる県が別に定める日刊新聞紙を購読している

茨城県内の全世帯（官公庁及び事業所を除く。）への配布業務

　⑵　調達に係る役務の仕様等

　　　１の担当部局で交付する入札説明書による。

　⑶　履行期間

　　　平成31年４月１日から平成32年３月31日まで

　⑷　納入場所　　

　　　県の指定する場所

　⑸　入札方法
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　　　入札金額は，１部当たりの単価を入札書に記載すること。

　　･　なお，落札決定に当たっては，入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する金額を加算した金

額をもって落札価格とするので，入札者は，消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず，見積もった金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

３　競争入札参加資格

　⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。

　⑵　地方自治法施行令第167条の４第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること。

　⑶･　茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項（平成８年茨城県告示第254号）に基づく物品調達等競争入札

参加有資格者名簿に登録されている者であること。ただし，茨城県物品調達等登録業者指名停止基準に基づく指

名停止の措置を受けている者でないこと。

　⑷･　茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第１号若しくは第３号に規定する者又は次に掲げ

る者でないこと。

　　ア　暴力団員が，事業主又は役員となっている者

　　イ　暴力団員以外の者が代表取締役を務めているが，実質的には暴力団員がその運営を支配している者

　　ウ　暴力団員であることを知りながら，その者を雇用し，又は使用している者

　　エ　暴力団員であることを知りながら，その者と下請契約又は資材，原材料等の購入契約を締結している者

　　オ　暴力団又は暴力団員に経済上の利益や便宜を供与している者

　　カ･　役員等が，暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難されるべき関係

を有している者

　⑸･　破産法（平成16年法律第75号）の規定に基づき破産手続開始の申立てをし，又は申立てがなされている者でな

いこと。

　⑹･　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てをし，若しくは申立てがなされている者

又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てをし，若しくは申立てがなされている

者でないこと。

　⑺･　茨城県内全域の新聞販売店に対し，県が別に定めるひばりの新聞折込みの日に合わせて，ひばりを確実かつ迅

速に配送することができる者であること。

４　入札保証金

　･　この入札に参加しようとする者（以下「競争入札参加者」という。）は，県が別に定める日までに，入札金額に

県が別に定めるひばりの年間折込数の見込数を乗じて得た額の100分の５に相当する金額（当該金額に１円未満の

端数があるときは，その端数金額を切り捨てるものとする。）の入札保証金を県に納付すること。ただし，茨城県

財務規則（平成５年茨城県規則第15号）第143条第２項各号のいずれかに該当する場合においては，入札保証金の

全部又は一部を免除する。

５　競争入札参加資格等の確認

　⑴･　競争入札参加者は，平成31年３月５日（火）午後５時まで（郵送の場合は，必着）に，郵送又は持参により，

所定の一般競争入札参加資格確認申請書を１の担当部局に提出すること。

　　･　なお，入札保証金の全部又は一部の免除を希望する場合にあっては，その旨を記載した書面及び次のいずれか

の書類を添付すること。

　　ア　保険会社との間に県を被保険者とする入札保証保険契約を締結していることを証する書類

　　イ　過去２年間における広報紙等の新聞折込みの実績が分かる書類

　⑵　結果通知



26 第 3068 号　平成 31 年２月４日（月曜日）

　　･　競争入札参加資格の審査結果及び入札保証金の納付期限その他の入札保証金の納付に関する事項については，

平成31年３月12日（火）までに，証明書等審査結果通知書により通知する。参加資格が「不合格」の場合は，そ

の理由を付する。

　　　なお，不合格の通知を受けた者は，この入札に参加できないので，留意すること。

６　入札書の提出場所等

　⑴　入札書の提出場所 , 入札説明書の交付場所，契約条項を示す場所及び問合せ先

　　　１の担当部局

　⑵　入札説明書の交付期間

　　･　平成31年２月４日（月）から同月19日（火）まで（茨城県の休日を定める条例（平成元年茨城県条例第７号）

第１条に規定する県の休日を除く。）の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）

　⑶　入札書の受領期限

　　　平成31年３月18日（月）午前11時

　　　（郵送の場合は，平成31年３月15日（金）午後５時必着）

　⑷　提出方法

　　　持参又は郵送

　⑸　開札の日時及び場所

　　　平成31年３月18日（月）午前11時　茨城県庁舎　行政棟１階　入札室１

　⑹　入札の辞退

　　･　競争入札参加者が入札を辞退しようとする場合は，⑶の入札書の受領期限まで（郵送の場合は，必着）に，郵

送又は持参により，辞退届を１の担当部局に提出すること。

７　入札に係る質疑

　⑴　質問方法及び回答方法

　　･　この入札について質問がある場合は，⑵の質問受付期間内に，所定の質問書を電子メールにより，１の担当部

局に提出すること。

　⑵　質問受付期間

　　　平成31年２月４日（月）から同月19日（火）午後５時まで

　⑶　回答方法

　　　全ての質問について，平成31年２月25日（月）午後５時までに電子メールにより回答する。

８　その他

　⑴　契約手続において使用する言語及び通貨

　　　日本語及び日本国通貨

　⑵　落札者の決定等

　　･　茨城県財務規則第146条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とする。ただし，落札となるべき価格の入札をした者が２人以上あるときは，直ちにくじに

より落札者を決定するものとする。

　　･　なお，１回目の入札で落札者がいない場合，郵送による再度入札を希望する者がないときは直ちに，郵送によ

る再度入札を希望する者があるときは７日以内に，再度入札を行うものとする。

　　･　再度入札は，１回とし，再度入札を行っても落札者がいないときは，その入札における最低価格を入札した者

に見積書の提出を求め，随意契約に移行する場合がある。

　⑶　入札の無効
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　　･　この公告に示した競争入札参加資格のない者のした入札，入札に関する条件に違反した入札及び茨城県財務規

則第148条各号のいずれかに該当する場合の入札は，無効とする。

　⑷　契約保証金

　　･　落札者は，県が別に定める日までに，契約金額の100分の10に相当する金額（当該金額に１円未満の端数があ

るときは，その端数金額を切り捨てるものとする。）の契約保証金を県に納付すること。ただし，茨城県財務規

則第138条第２項各号のいずれかに該当する場合においては，契約保証金の全部又は一部を免除する。

　⑸　契約書作成の要否

　　　要

　⑹･　この調達に係る平成31年度予算が否決された場合又はその執行が停止された場合は，この公告によって生じた

一切の権利及び義務は効力を失う。

　⑺　詳細は，入札説明書による。

９　Summary

　⑴　Nature･of･the･service･to･be･required:

　　　The･distribution･of･the･Ibaraki

　　　Prefecture's･newsletter･“Hibari”･to

　　　each･household･in･the･Prefecture

　　　using･newspaper･delivery･services

　⑵　Delivery･place:

　　　Location･specified･by･Ibaraki･

　　　Prefecture

　⑶　Contract･period:

　　　From･1･April,2019･to･31･March,2020

　⑷　Time･limit･for･tender:

　　　11:00･AM,･18･March,･2019･in･case･of･by･hand

　　　5:00･PM,･15･March,･2019･in･case･of･by･mail･

　⑸　Contact･point･for･the･notice:

　　　Public･Relations･Division,Ibaraki･

　　　Prefectural･Government,978-6,

　　　Kasahara-cho,Mito-shi,Ibaraki-ken,

　　　Japan･310-8555

　　　Phone:029-301-2128

◉入札公告

　県有財産（土地）の売払いに係る一般競争入札を次により行う。

　　　平成31年２月４日

茨城県知事　　大 井 川 　 和 　 彦

１　売払財産（土地）

物件番号 土地の所在及び地番 公簿地目 公簿面積（㎡） 予定価格（円）

1 鹿嶋市大字粟生字十二神2229番20 雑種地 762 9,980,000
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物件番号 土地の所在及び地番 公簿地目 公簿面積（㎡） 予定価格（円）

2 神栖市知手字柳堀新開3867番42 雑種地 258 779,000

３

神栖市息栖字鳴子下2608番10

神栖市息栖字鳴子尻3054番11

神栖市息栖字鳴子尻3055番３

神栖市息栖字二番洲3079番816

雑種地 1,168 2,410,000

２　一般競争入札に参加することができない者

　　次のいずれかに該当する者は，この一般競争入札に参加することができない。

　⑴･　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当する当該入札に係る契約を締結す

る能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者。

　⑵･　地方自治法（昭和22年法律第67号）第238条の３第１項の規定に該当する公有財産に関する事務に従事する県

の職員。

　⑶･　茨城県暴力団排除条例（平成22年条例第36号）第２条第１号に規定する暴力団，同条第２号に規定する暴力団員，

及び次に掲げる暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者。

　　ア　暴力団員が事業主又は役員となっている事業者

　　イ　暴力団員の内妻等が代表取締役を務めているが，実質的には当該暴力団員がその運営を支配している事業者

　　ウ　暴力団員であることを知りながら，その者を雇用・使用している者（事業者を含む。）

　　エ･　暴力団員であることを知りながら，その者と下請契約又は資材，原材料の購入契約等を締結している者（事

業者を含む。）

　　オ　暴力団（員）に経済上の利益や便宜を供与している者

　　カ･　役員等が暴力団（員）と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を有している

者（事業者を含む。）

３　入札参加申込書の配布期間及び場所

　⑴　配布期間

　　･　平成31年２月４日（月）から平成31年2月21日（木）まで（土曜日，日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭

和23年法律第178号）に規定する休日を除く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで。

　⑵　配布場所

　　　水戸市笠原町978番６

　　　茨城県産業戦略部立地推進局産業基盤課

　　　電話　029－301－2766

４　入札参加申込書等の提出期間及び場所

　⑴　提出期間

　　　下記７に示す入札書の受領期限の25分前から10分前まで。

　⑵　提出場所

　　　神栖市大野原４丁目７番11号

　　　鹿島セントラルホテル　新館２階　竹の間

５　入札書の提出方法

　　入札書は，持参により提出すること。

６　入札書の提出及び開札の場所
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　⑴　入札書の提出場所

　　　神栖市大野原４丁目７番11号

　　　鹿島セントラルホテル　新館２階　梅の間

　⑵　開札の場所

　　　神栖市大野原４丁目７番11号

　　　鹿島セントラルホテル　新館２階　梅の間

７　入札書の受領期限

物件番号 日　　　時

１ 平成31年２月22日（金） 午後１時

２ 午後１時30分

３ 午後２時

８　開札の日時

物件番号 日　　　時

１ 平成31年２月22日（金） 午後１時

２ 午後１時30分

３ 午後２時

９　入札の無効

　･　上記２に示す入札に参加することができない者のした入札，入札心得書に定める入札に関する条件に違反した入

札及び茨城県財務規則（平成５年茨城県規則第15号）第148条各号のいずれかに該当する場合の入札は，無効とする。

10　入札の回数

　　入札の回数は，１回とする。

11　落札者の決定方法

　　予定価格以上の有効な入札を行った者のうち最高額の入札を行った者を落札者とする。

12　入札保証金

　　入札参加者は，入札金額の100分の５以上の金額（１円未満切上げ）を，入札保証金として納付すること。

　･　入札参加者は，現金又は茨城県財務規則第139条第１項第３号に規定する有価証券（銀行振出し小切手に限る。）

により，上記７に示す入札書の受領期限の25分前から10分前までの間に，上記４⑵に示す場所において納付するこ

と。

　　なお，この入札保証金には，利子を付さない。

13　契約を締結しない場合における入札保証金の帰属

　･　落札者が県の指定した期日までに売買契約を締結しないときは，落札は無効となり，前記12の入札保証金は，県

に帰属する。

14　契約の締結及び売買代金の支払

　･　落札者は，県の示す契約条項により県と売買契約を締結するとともに，売買代金を，県が発行する納入通知書に

より一括して，県の指定する日までに茨城県指定金融機関に納入するものとする。

15　説明会の日時及び場所
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日　　時 場　　所

平成31年２月15日（金）午後１時30分
神栖市大野原４丁目７番11号

鹿島セントラルホテル　新館２階　竹の間

（病　　院　　局）

◉入札公告

　一般競争入札について次のとおり公告する。

　なお，この入札に係る調達は，1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定の適用を受けるもの

である。

　　　平成31年２月４日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県立中央病院長　　吉 　 川 　 裕 　 之

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県立こども病院長　須 磨 﨑 　 　 　 亮

１　調達内容

　⑴　購入物件名

　　　Ａ重油　ＪＩＳ１種１号【共同購入】

　⑵　購入物件の特質等

　　　購入物件の性能等に関し，別途「入札説明書（仕様書）」で指定する特質等を有すること。

　⑶　予定数量

　　　茨城県立中央病院　　200キロリットル

　　　茨城県立こども病院　100キロリットル

　　　計　　　　　　　　　300キロリットル

　⑷　納入期限

　　　平成31年４月１日から平成31年６月30日まで　　３ヶ月間

　⑸　納入場所

　　　茨城県笠間市鯉淵6528　茨城県立中央病院

　　　茨城県水戸市双葉台３丁目３－１　茨城県立こども病院

　⑹　入札方法　

　　　入札金額は１キロリットル当たりの単価を記載すること。

　　･　なお，落札決定に当たっては，入札書に記載された金額に当該金額の８パーセントに相当する金額を加算した

金額をもって落札価格とするので，入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず，見積もった契約希望金額の108分の100に相当する金額（消費税及び地方消費税抜き）を入札書に記

載すること。

２　入札参加資格

　⑴･　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４第１項の規定に該当しない者で

あること。

　⑵　政令第167条の４第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること。

　⑶･　茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項（平成８年茨城県告示第254号）に基づく競争入札参加資格が

あること。ただし，茨城県物品調達等登録業者指名停止基準に基づく，指名停止の措置を受けている者でないこと。
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　⑷･　本公告に示した調達物品の規格（仕様）に適合した物品及び数量を確実に納入できることを証明した者である

こと。

　⑸･　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成

11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。

　⑹･　茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第１号から同条第３号までに規定する者でないこ

と。

３　入札書の提出場所等

　⑴　入札書の提出場所，契約条項を示す場所，入札説明書の交付場所及び問い合わせ先

　　　〒309－1793茨城県笠間市鯉淵6528

　　　茨城県立中央病院　経理課

　　　電話0296－77－1121　内線2027

　⑵　入札説明書及び仕様書の閲覧期間及び場所

　　･期間　入札公告の日から平成31年３月５日（火）まで。

　　･茨城県立中央病院ホームページ

　　･http://www.hospital.pref.ibaraki.jp/chuo/archives/chotatsu/koukoku

　　･茨城県立こども病院ホームページ

　　･http://www.ibaraki-kodomo.com/html/top/supply.html　

４　入札参加資格等の確認

　⑴･　この一般競争入札に参加を希望する者は，一般競争入札参加資格確認申請書に必要な書類等を添付して，３の

⑴に示す場所に，平成31年３月５日（火）午後４時までに提出しなければならない。

　　　なお，提出した書類について説明を求められたときは，これに応じなければならない。

　⑵　入札参加資格等の確認結果は，一般競争入札参加資格確認通知書により回答する。

　⑶　前項により不適合の通知を受けた者は，この一般競争入札に参加できない。

５　入札執行の日時及び場所

　　平成31年３月20日（水）　午前11時　

　　茨城県笠間市鯉淵6528

　　茨城県立中央病院　本館大会議室

６　入札手続等

　⑴　入札書の提出

　　　入札書の受領期限

　　　平成31年３月20日　午前11時（ただし，郵送による入札の場合は，平成31年３月19日午後５時必着とする。）

　⑵　入札方法

　　ア･　入札金額は，１キロリットル当たりの単価を記載すること。なお，落札決定に当たっては，入札書に記載さ

れた金額に当該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので，入札者は，消

費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず，見積もった契約金額の108分の100に相当する

金額（消費税及び地方消費税抜き）を入札書に記載すること。

　　イ　提出した入札書の引換，変更又は取消しは，認めない。

　　ウ　入札執行回数は，初回を含めて２回を限度とする。

　⑶　落札者の決定方法

　　･　茨城県病院局会計規程（茨城県病院事業管理規程第21号。以下「会計規程」という。）第115条規定に基づき作
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成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

７　入札保証金及び契約保証金

　⑴　入札保証金

　　･　入札に参加を希望する者は，見積もる契約金額の100分の５以上の額の入札保証金を納付しなければならない。

ただし，会計規程第112条第２項各号のいずれかに該当する場合においては，入札保証金の全部又は一部の納付

を免除する。

　⑵　契約保証金

　　･　落札者は，契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を納付しなければならない。ただし，会計規程第107条

第２項各号のいずれかに該当する場合においては，契約保証金の全部又は一部の納付を免除する。

８　入札の無効

　⑴　次のいずれかに該当する場合の入札は，無効とする。

　　ア　入札について談合，その他不正行為があったと認められるとき。

　　イ　指定の日時までに入札書が提出されないとき。

　　ウ　記名又は押印を欠くとき。

　　エ　誤字又は脱字等により意思表示が不明確である入札を行ったとき。

　　オ　首標金額を訂正した入札を行ったとき。

　　カ　同一人の入札に２通以上の入札を行ったとき。

　　キ　同一の入札に他の入札者の代理を兼ね，又は２人以上の代理をしたとき。

　　ク　代理人が委任状を持参しないとき。

　　ケ　前各号に定めるもののほか，指示した条件に違反して入札したとき。

　⑵･　本公告に示した競争入札参加資格のない者のした入札，申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札並び

に本公告に示した入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

　⑶･　一般競争入札参加資格確認通知書により入札参加資格があると認められた者であっても，資格確認の日から入

札日までの間に指名停止措置を受けた者のした入札は無効とする。

　⑷　入札時点において２に掲げる入札参加資格のない者がした入札は，無効とする。

９　契約書作成の要否

　　要

10　その他

　　詳細は，入札説明書による。

　　当該入札公告によって生じた権利義務は，平成31年度当初予算が否決された場合には効力を失うものとする。

11　Summary

　⑴　Nature･and･quantity･of･the･products･to･be･purchased:

　　　A･Fuel･Oil･(JIS･Class･1,･No.1･).

　⑵　Time･limit･for･tender:･

　　　5:00･PM,･19･March.･2019･in･case･of･by･mail

　　　10:00･AM,･20･March.･2019･in･case･of･by･hand

　⑶　Contact･point･for･the･notice:

　　　Accounting･Division,･Ibaraki･Prefectural･Chuo-Hospital.

　　　6528,･Koibuchi,･Kasama-shi,･Ibaraki-ken,･309-1793,･Japan.

　　　TEL･･0296-77-1121（ext.2027）
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